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要旨 

 
 

新たに作成された地域別・産業別生産性データベース(R-JIP データベース)と社会資本

のデータを組み合わせて、社会資本の生産力効果を再検証した。我々の推計では、バブ

ル崩壊後に全産業にわたって生産力効果が見られる。これはバブル崩壊後財政が悪化し、

社会資本投資が抑制的に運営される中で、効率的な投資配分が行われてきたことを示唆

している。推計結果から計測される社会資本の収益率は、総じて民間資本より高いが、

これは非製造業において顕著である。また民間資本の収益率は地域差がほとんどないが、

社会資本の収益率やトービンのＱは地域差が大きく、都市部以外の地域に社会資本が重

点的に配分されたことを示している。社会資本投資から民間投資へのクラウド・イン効

果は確認されたが、社会資本投資で促進される産業集積に伴う波及効果については、民

間投資への影響が見られなかった。 
 
キーワード：地域別・産業別生産性データベース、社会資本、生産力効果、スピル・オ

ーヴァー効果、similarity index、クラウド・イン効果 
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１． はじめに 

社会資本の生産力効果については、早くから Mera（1973）および Asako and Wakasugi

（1984）など日本の経済学者が注目してきた。その後 Aschauer(1989)の研究を経て、岩本

(1990)、浅子・坂本(1993)、吉野・中野(1994)、三井・井上(1995)ら日本の経済学者が精力的に

研究の蓄積を行ってきた。しかしながら、日本経済の長期停滞により財政が悪化するとともに、公

共投資が継続的に削減されたために、社会資本の生産力効果に関しては当初ほど多くの関心が

寄せられなくなっている。 

次節のサーベイで詳しく見るように、1990 年代後半から 2000 年代にかけての社会資本に関す

る分析としては、社会資本が地域の経済的収束に与える効果や、その資産評価などへと関心が移

っている。1ところが、ここにきて社会資本の経済的効果が再度注目されるようになっている。その理

由は二つある。一つは、宮川・日本経済研究センター（2002）、宮川（2005）、根本（2011）が予見

し、2012 年 12 月の中央高速道笹子トンネルの事故で明らかになった社会資本の更新問題である。

図 1 を見れば明らかなように、1990 年代からの公共投資削減により、2004 年以降社会資本への

投資額は、必要更新投資額を下回っている。今後もこれまで蓄積されてきた社会資本の更新投資

は増加すると考えられるが、そのすべてを賄うことはできない。そこであらためてどのような社会資

本が経済全体に貢献するかを再検討する必要が生じたのである。 

 

（図１挿入） 

 

二つ目は、2011 年 3 月の東日本大震災を機に防災施設の充実が課題となったことである。

この問題意識は、自民党の「国土強靭化計画」へとつながり、安倍政権における経済政策

の「三本の矢」の一つである機動的な財政出動の中に位置づけられている。しかしこうし

た公共投資重視への再回帰は、政策面での先走りが懸念され、経済学的な裏付けがなけれ

ば、過去のばらまき投資に陥るのではないかとの意見も出されている。また、こうした公

共投資への回帰が、もう一つの矢である、成長戦略とどのように関連していくのかについ

ても検討された気配はない。 

以上のような問題意識から、本稿では社会資本の生産性効果についてあらためて検討を

行う。本稿では、本特集で詳説されている、地域別・産業別生産性データベース（R-JIP デ

ータベース）を利用する。本データベースを利用するメリットは次のとおりである。R-JIP 

データベースは、1970 年から 2008 年の約 40 年にわたる、地域別の付加価値、労働投入、

民間資本、社会資本データが整備されている。2これにより、1990 年まで一貫して公共投資

が増え続けた時期と、その後公共投資が削減された時期を分割して分析しても、十分なデ

ータ量を確保すことができ、「失われた 20 年」における社会資本の経済効果とそれ以前の

                                                  
1 例えば、深尾・岳(2000)、塩路(2000)、Shioji(2001)、浅子・野口（2002）、川崎(2011)などを参照され

たい。 
2 地域別・産業別生産性データベースの構築方法や概要については、本特集の徳井他（2013）を参照され

たい。 
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社会資本の経済効果を比較することが可能になる。 

R-JIP データベースを利用するもう一つのメリットは、これが地域別だけでなく産業別の

系列を有していることである。これまで社会資本がマクロ経済または地域経済全体に及ぼ

す影響については数々の分析がなされてきた。しかし、地域の社会資本が、その地域の産

業構造にどのような影響を与えるかについては、あまり知られていなかった。例えば図 2

のように社会資本の比率が高い地域は、建設業の比率も高いが、その一方で機械系産業の

比率を必ずしも高めているわけではない。宮川・比佐（2013）、Miyagawa and Hisa (2013)

は、現在の日本では IT 関連産業こそがリーディング産業であり、こうしたリーディング産

業を重視した産業構造の転換が、日本の潜在成長力を高めるとしている。また川上（2013）

は、IT 関連の起業が多い地域ほど地域の生産性を上昇させていることを実証している。こ

れらを考え合わせると、公共投資による社会資本の蓄積は、短期的には地域の成長力を高

めるかもしれないが、長期的な成長力を高めるとは限らない。この点は、先ほど述べた安

倍政権における「三本の矢」のうち、公共投資と成長戦略の関係性を考えるうえで重要な

問題である。したがって本稿では、R-JIP データベースを活用することにより、社会資本が

民間の成長産業育成につながるかどうかを検証する。 

 

（図 2 挿入） 

 

次節では、本稿における分析と対比の意味も含めて、これまでに分析された社会資本

の生産性効果に関する研究をサーベイする。第 3 節では、R-JIP データベースを利用し

た我々の社会資本の生産性効果に関する分析を行い、合わせて社会資本と産業構造との関

連性を考察する。最終節では、我々の分析をまとめるとともに、その政策的インプリケー

ションについて述べる。 

 

２． 社会資本の経済効果をめぐる議論：日本での実証研究を中心として 

日本では、Mera(1973)、Asako and Wakasugi(1984)の萌芽的研究や Aschauer(1989)の

影響を受け、公共投資の効果に関心が集まった 1990 年代以来、社会資本に関する多くの研

究成果が蓄積されてきた。これらの社会資本をめぐる議論は林(2003)、田中・本間(2004)、

岩本(2005)などで整理されている。しかし論点は多岐にわたるので、ここでは本研究に関連

の深い生産力効果、同時性問題、民間投資誘発効果を中心に、先行研究を整理していく。 

 

① 生産力効果の測定と最適性 

社会資本の生産力効果という場合、通常の生産関数に含まれる生産要素としての資本を、

民間資本と社会資本に分けて考える。いま付加価値を Y、労働投入量を L, 民間資本ストッ

クを K, 社会資本ストックを G とし、次のような生産関数を想定する。 
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（1）  


trtrtrrtr GLKAY ,,,,   

 

なお、r は地域、t は時間を表すインデックスである。（1）式はマクロレベルで考えるこ

ともできるが、r という地域を表す添字をつけているのは、社会資本に関する分析の多くが

地域単位での効果を考察しているからである。もし、通常の生産要素が労働投入と民間資

本だけで考えられているとすれば、社会資本は、全要素生産性の一構成要素として考える

ことができる。ここで生産関数を 1 次同次とし、社会資本を全要素生産性の一構成要素と

仮定した場合、α+β=1 とおくことができる。こうした社会資本の役割を「環境の創出」

と位置付ける特定化が、浅子・坂本（1993）、吉野・中島・中東(1999)、本間・田中(2004)

等で採用されている。一方、社会資本を生産要素の一つとして捉え、α+β+γ=1 とする特

定化が岩本(1990)で採用され、初期の研究ではこの仮定による実証分析がなされていた。ま

た Miyara and Fukushige (2008)のように、都道府県毎に二つのタイプの生産関数を推計し、

都道府県別の特性に適した生産関数の形状を検証する試みもある。3 

実証分析としては、基本的に（1）式の対数値をとった次の（2）式を用いる。 

 

（2）  trtrtirrtr GLKAY ,,,, lnlnlnlnln    

 

（2）式の推計により、社会資本の生産弾力性を計測し、生産力効果の有無が検証できるこ

とになる。この考え方に基づき、Mera(1973)は日本の地域データを使った分析を行ってお

り、社会資本が民間の生産に十分大きく寄与していることを示した。また、社会資本の研

究論文の多くに引用されている Aschauer(1989)は、社会資本ストックが生産に与えた影響

を計測している。この研究では、社会資本の生産性への弾力性が有意な正値であったこと

から、社会資本には生産力効果があることを示した。ほぼ同時期に、日本では岩本(1990)、

浅子・坂本(1993)、吉野・中野(1994)、三井・井上(1995)などが発表され、日本においては

生産力効果が観測される結果が大勢を占めている。 

研究の進展とともに、生産関数の関数形をより一般化させるために、Cobb=Douglass 関

数だけでなく Translog 関数を推計するなどがなされてきた。また、推計したパラメーター

より限界生産性を導出し、社会資本水準の最適性を検証する研究も増えてきた(岩本(1990)、

三井・井上(1995)、吉野・中島・中東(1999))。岩本(1990)、浅子・坂本(1993)はマクロデー

タ、三井・井上(1995)、吉野・中島・中東(1999)は地域別データを利用した推計を行ってい

る。なお、推計期間、推計方法が異なるため、一概に比較はできないが、岩本(1990)、三井・

井上(1995)は概ね 80 年代は社会資本蓄積が過小と評価したのに対して、吉野・中島・中東

                                                  
3 Miyara and Fukushige (2008)は、さらに都道府県毎の最適な社会資本の組み合わせについても検討して

いる。 
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(1999)は同時期を過大と評価している。 

吉野・中野(1994)では地域別の最適性に関する分析がなされており、首都圏を中心とする

都市部の社会資本が過小であることを指摘している。また、吉野・中島・中東(1999)では、

産業別4の生産力効果の分析がなされ、第一次産業において社会資本が過大であり、生産力

効果が小さいことを指摘している。最近では、林(2009)が 1999 年から 2004 年までの都道

府県別パネルデータを用いた実証分析を行っている。ここでは、状態依存モデルや固定効

果モデルを用いた推計を行った結果、生産の社会資本弾力性が先行研究よりも高い値が推

計され、近年の社会資本の生産力が回復傾向にあることを示唆している。また、Bronsini and 

Piselli(2009)はイタリアのデータを用いた分析を行っており、全要素生産性と R&D、人的

資本、社会資本の関係を分析している。彼らの分析では、社会資本に関しても正の生産力

効果が観測されている。 

   

② 同時性問題 

  社会資本の生産力効果の推定の際に、しばしば同時性問題が取り扱われてきた。これは

地域別に捉える際、社会資本が生産量に影響を及ぼしているという関係のみではなく、生

産量の低い地域に社会資本が多く配分されるので、生産力効果が正に偏るというものであ

る。また、労働投入や民間資本ストックにおいても、社会資本と同様に、同時性問題が指

摘されている(浅子・坂本(1993)、三井・井上(1995)、林(2003)など)。 

  こうした同時性問題に対して、操作変数法による推計が先行研究でも行われてきた。具

体的には、浅子・坂本(1993)では、労働、民間資本、社会資本の説明変数の 1 期前及び 1

期前後を操作変数として採用し、推計している。また、浅子他(1994)では、すべての説明変

数の 1 期前のものを採用している。三井・井上(1995)では説明変数の 1 期前と 2 期前のも

の、日本のデータではないが Holtz-Eakin(1994)は説明変数の 2 期前のものを操作変数とし

て採用している。最近では、Kawaguchi, Ohtake and Tamada(2009)で都道府県選出の衆

議院議員の数を操作変数とした推計がなされている。 

これに対して、岩本他(1996)では、公共投資政策の意図と相関を持たない操作変数を求め

ることが極めて困難なことから政策に影響を与える要因を地域ダミー変数として捉える方

法5と、性質の似通ったグループにサンプルをまとめて推計する方法を考察している。6これ

らの分析の結果、高度経済成長期には正の生産力効果が観測されたものの、石油危機後は

そのような効果が観測されなくなっているとしている。また、産業別分析では、データ制

約から地域経済を 1 部門経済と仮定しているが、この方法では社会資本の地域経済への貢

献を十分に捉えられなかったとしている。 

 

                                                  
4 第一次産業、第二次産業、第三次産業の 3 分類による分析が多い。 
5 具体的には、パネル分析の固定効果モデルでの推計を行っている。 
6 具体的には、地域経済の産業構造が公共投資政策に影響を与えることを考慮し、産業別生産を被説明変

数とした推計を行っている。 
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③ 民間投資誘発効果 

  吉野・中野(1994)、吉野・中島・中東(1999)では、社会資本が民間投資を誘発することで、

地域の生産が上昇する効果が計測されている。吉野・中野(1994)、吉野・中島・中東(1999)

では、社会資本を含んだ Translog 型生産関数を推計し、ここで得られたパラメーター等を

利用し、社会資本の生産力効果を社会資本が直接生産を拡大する部分(直接効果)と民間資本

を誘発することで生産を拡大する部分(間接効果)に分け、分析を行い、民間資本を誘発する

ことを通じた生産拡大の存在が確認されている。 

  三井・竹澤・河内(1995)では、公共投資を含む民間投資関数と社会資本を含む収益率関数

を同時推計することで、公共投資のクラウド・イン効果の検証を試みている。三井・竹澤・

河内(1995)の結論は、高度経済成長期には社会資本の水準が低かったこともあり、クラウデ

ィング・アウト効果よりも、クラウド・インの効果の方が大きかったのに対して、1971 年

以降、社会資本が民間資本の収益性に貢献する程度が小さくなり、クラウディング・アウ

ト効果が強まってきたことを指摘した。 

  また、最近では畑農(2008)で同様の問題意識にたった実証分析がなされている。畑農

(2008)では、民間投資と公共投資の関係をストックレベルで表現し、その長期均衡を構築し、

実証分析がなされた結果、クラウド・イン効果が明確に確認されている。 

この他に、収束に着眼した研究(深尾・岳(2000)、塩路(2000)、Shioji(2001)、川崎(2011))、

生活関連型社会資本に着眼した研究(赤木(1996))、国直轄事業、国庫補助事業等の事業別社

会資本に着眼した研究(亀田・李(2008))、都市の生産性に着目した研究(八田・加藤(2007))

などの研究が進められている。また、スピル・オーヴァー効果をめぐっては、Cohen and 

Paul(2004)でアメリカの産業データを使って社会資本のスピル・オーヴァー効果の分析が

なされており、スピル・オーヴァー効果が州レベルでの公共投資の費用削減に寄与するこ

とを示している。これらの日本での社会資本に関する研究の主なものの分析データを整理

すると表 1 のようになる。 

 

(表 1 挿入) 

 

以上の研究を踏まえると、本稿は次のように特徴づけられる。第一に、我々の分析で

は、2000 年以降のデータを使い推計を試みている点があげられる。したがって、我々

のデータは、公共投資額が継続的に減少傾向を示すようになった時期を多く含んでおり、

従来の分析と異なった知見が得られる可能性がある。第二に、R-JIP データベースを利

用することにより、地域別・産業別の分析が可能となることから、製造業・非製造業別

の分析を試みている。第三に、地域と産業という観点から、スピル・オーヴァー効果や

産業構造の変化を捉えるインデックスを導入した分析を試みている。 

 

３． 社会資本の経済的効果の推計 
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3－1．社会資本の生産力効果 

 社会資本の生産力効果を推計するにあたり、我々は、（1）式の生産関数を変形し、次

のような生産関数を考える。 

 

（3） 
  1

,,,, )( trtrtrtr LKGAY  

 

すなわち、社会資本は全要素生産性の変化を通して、地域の GDP に影響を与えると考

える。実際の推計はこれを変形して、 

 

（4） trtrtrtr

n

i
itrtrtr LKXGconstLY ,,,,

1
,,, )/ln(ln./ln   



 

 

である。なお、i は産業を表すインデックスである。（4）式で trX , は、全要素生産性に影

響を与える地域的な変数を考えている。本推計では、他都道府県の社会資本のスピル・オ

ーヴァー効果 ( trSpillG , )、同じく他都道府県の機械資本のスピル・オーヴァー効果

( tr
MSpillK , )、当該地域の産業構造の変化を表すインデックス( trSI , )を使っている。スピ

ル・オーヴァー効果は、 

 

tj
rj

jrtr ZSpillZ ,

47

,, 


    

（
M

tjtjtj orKGZ ,,,  ） 

 

と表すことができる。ここで、
MK は、民間資本のうちの機械資本を指している。 

 社会資本のスピル・オーヴァー効果は、物流を通じて他地域の社会資本蓄積が、当該地

域の生産効率にも影響を与える効果があるかどうかを確かめるための変数である。一方、

機械資本のスピル・オーヴァー効果は、De Long and Summers (1991), Temple (1998)、宮

川・白石（2000）のように、他地域の機械資本が外部性を有していると考えて推計に含め

ている。7これは他地域の機械資本の蓄積が、部品取引などを通じて、当該地域にも影響を

                                                  
7 De Long and Summers (1991), Temple (1998)、宮川・白石（2000）の場合は、Romer(1987)が開発し

た AK モデルの実証的応用として、地域別の分析ではなく、1 国の経済成長において、機械資本が長期的

な経済成長率を変化させるかどうかを検証したものだが、ここでは、これを他地域からのスピル・オーヴ

ァー効果に限定して適用している。 
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及ぼす効果を想定している。したがって、スピル・オーヴァー効果のウエイトについて

は、自地域 r と他地域 j との産業構造の類似性を表す類似性指標（similarity index）を用

いている。この類似性指標 jrSI , は、 

 

 



 


23

1

2/1
23

1

2
,

2
,

23

1
,,

,

])()([
n n

njnr

n
njnr

jr

ss

ss
SI  

 

と定義される。ここで、 nrs , は、地域 r における、産業 n の付加価値シェアを表している。 

この類似性指標は、もともと Wolff (2002)が産業構造の変化を示す指標として利用したも

ので、値としては 0 と 1 の間をとる。そして産業構造が変化していない場合は、１に近づ

く。ここでは、これを地域間の産業構造の類似性指標として利用し、地域間の産業構造が

近いほど、高いウエイトでスピル・オーヴァー効果が伝播すると想定している。8 

一方独立した説明変数として利用する類似性指標は、Wolff (2002)が開発したような、t-5

期から t 期にかけての産業構造の変化を示す指標であり、 

 

 



 





 
23

1

2/1
23

1

22
5

23

1
5

,5

])()([
n n

tnnt

n
tnnt

tt

ss

ss
SI  

 

となる。この指標は、0 に近づくほど時間を通じた産業構造の変化が大きいことを示してい

るので、この指標の係数が負の場合は、産業構造の変化が地域経済に新陳代謝をもたらし、

地域の生産性を向上させていると解釈することができる。 

 推計方法は、pooled OLS に年ダミーを加えた推計、同じくこれに同時性を考慮して、当

該地域の建設業の実質付加価値額シェア、各都道府県が特定の産業に依存しているかどう

かを示す都道府県別ハーフィンダール指数、東京都との TFP 水準の差を操作変数として加

えた推計、そして操作変数法の固定効果モデルである。説明変数の社会資本、民間資本、

労働投入量や産業構造の変化を示すインデックスでラグ値をとっているので、推計期間は

1975 年から 2008 年である。各変数の統計量は表 2、推計結果は表 3 にまとめられている。

                                                  
8 Conley and Dupor (2003)も産業連関表から、ある産業が他産業からどれだけの製品需要があるかを計算

し、その値を使って 2 つの産業の類似性を示す指標を作成し、こうした類似性が、産業間の循環変動を増

幅させる役割があるかどうかを検証している。 
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9 

 

（表 2 および表 3 挿入） 

 

 表 3 の結果を見るともっとも単純な pooled OLS では、期待通り社会資本の係数は有意で

正の値をとっている。10この点は操作変数法でも変わらない。しかし、操作変数を使った固

定効果モデルでは、符号条件や有意性を満たした推計結果が得られていない。一方スピル・

オーヴァー効果は、社会資本に関して、操作変数法の際に正で有意な値が出ているが、そ

の他の推計では期待通りの結果を得ていない。また機械資本のスピル・オーヴァー効果に

関しては有意な結果が得られていない。11最後に産業構造の変化が全要素生産性を向上させ

るかどうかについては、いずれの推計でも係数の符号は負となっており、さらに多くの推

計結果で係数は有意である。これは地域レベルでも産業構造の変化が生産性を向上させる

ということを意味している。 

 図 1 でみたように、社会資本投資の動きはバブル崩壊前とバブル崩壊後では大きく異な

っている。そこで我々は 1990 年を境とした期間分割を行い、それぞれについて（4）式の

推計を行なった。推計結果は表 4 にまとめられている。表 4 で、pooled OLS、操作変数法

による推計結果をみると、1990 年代以前、以降とも社会資本の係数は有意である。また操

作変数法を使った固定効果モデルでも、これに対して、1991 年以降の期間の推計では社会

資本の係数はいずれも正で有意となっている。ただし、スピル・オーヴァーにかかわる変

数は社会資本、民間資本ともに不安定である。産業構造の変化にかかわる変数は、1991 年

以降の推計で一貫して負で有意となっている。これは、産業構造に変化があるほど地域の

生産性向上が進むのは 1990年代以降であることを示している。したがって表 4の結果から、

社会資本はむしろ 1990 年代以降減少過程に入ってからのほうが、生産性の向上という観点

からは、より効率的な配分がなされてきたと言える。12 

 

（表 4 挿入） 

                                                  
9 岩本他（1996）は、1990 年代前半までの社会資本研究をサーベイする中で、適切な操作変数やパネル分

析の方法について検討しており、結果的に標準的な固定効果モデルを採用しているが、本稿では、岩本他

（1996）が批判した前期の社会資本ストックを操作変数として選ぶことはせず、かつ固定効果モデルを含

む推計結果を示している。 
10 本推計では、社会資本についても内閣府が公表している社会資本、内閣府が公表している社会資本のう

ち日本産業生産性データベース（JIP データベース）と重複する資本を除いた系列、そして産業基盤用社

会資本のみという 3 種類の社会資本データで推計を行った。表 1 は、内閣府が公表している社会資本のう

ち日本産業生産性データベース（JIP データベース）と重複する資本を除いた系列を利用した推計結果を

のせているが、他の社会資本を利用した結果も表 1 とほぼ同じである。 
11 社会資本のスピル・オーヴァー効果に関しては、三井・竹澤・河内（1995）に関しては有意な結果を得

ているが、Holtz-Eakin and Schwarz (1995)では、検出されないなど結果はまちまちである。 
12 実際に社会資本投資が減少したのは 1990 年代半ばである。また 1990 年代後半の小渕政権でも公共投

資の増加政策がとられた。このため多少サンプル数が少なくなるが、1996 年以降または 2001 年から 2008
年までのデータで同様の推計を行うと、パネル分析を除いて 1990 年代以降と同様、後半の期間における社

会資本の生産力効果は、正でほぼ有意な結果を得ている。 
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3－2．社会資本の限界生産力とトービンの Q 

 （4）式の は、社会資本の生産弾力性を表す値であり、 

 

 
Y

G

G

Y




  

 

から、三井・井上（1995）や三井（2002）で示されたように、推計された の値を利用し

て、社会資本の限界生産力、すなわち社会資本の収益率 

 

(5)   
G

Y

G

Y 



 

 

を計算することができる。 

我々は、全体の期間だけでなく、期間別の分析においても、他の変数が経済理論に照ら

し合わせて妥当で有意な推計結果になっているかどうかということや、過去の推計結果に

おける の値を考慮して、表 3 の（3）の結果を利用して社会資本の収益率を求めることに

した。表 3 の（3）における は 0.16 であり、これは浅子・野口（2002）や Lighthart and 

Suárez（2011）が過去の推計結果をまとめた社会資本の生産弾力性の範囲に含まれている。

我々のデータから、全期間の Y/G は 2.04 であるから、これらの値を（5）式に代入すると、

33.0


K
Y が得られる （表 5 参照）。すなわち社会資本の収益率は 33％ということに

なる。一方同様に計算した民間資本の収益率は 13％であり、外部性を含む社会資本の限界

生産力は民間資本の限界生産力よりも高い。13 

 

（表 5 挿入） 

 

次に表 4 の（3）と（5）の結果を利用して、時期別の社会資本の限界生産力を推計する

と、1990 年以前は 15％、1991 年以降は 16％となる。社会資本の生産弾力性は、総じて 1991

年以降が高くなっているが、社会資本の蓄積も進んでいることから、社会資本の限界生産

力は 1991 年以降の方が低下している。各都道府県別に社会資本及び民間資本の収益率を比

較すると、1990 年以前は、多くの都道府県で社会資本の収益率は民間資本の収益率を大き

く上回っていたが、1991 年以降で社会資本の収益率が民間資本の収益率を 20％以上上回っ

                                                  
13 表 3 の（1）の推計での の値は 0.064 で（3）に比べると、1/3 程度だが、それでもその限界生産力は

民間資本の限界生産力と同程度である。 
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ているのは、やはり千葉、東京、神奈川、愛知、大阪などの都市部に限られ、その他の地

域では社会資本の収益率と民間資本の収益率の差は縮小している。 

表 5 でもう一つ特徴的なことは、民間資本の収益率が地域間でほとんど差がないのに対

して、社会資本の収益率は地域間で大きなばらつきがあるということである。このことは、

民間資本は地域間の資本移動がスムーズに行われた結果収益率が均等化したのに対し、社

会資本は、都市部よりもそれ以外の地域で社会資本の集積が進んだため、収益率が不均等

なままになっているといえる。 

浅子・野口(2002)にならい、この推計された社会資本及び民間資本の限界生産力と資本コ

スト(r)を利用して、社会資本と民間資本のトービンのＱを計算してみよう。社会資本のト

ービンのＱと民間資本のトービンのＱを、それぞれ
GQ 、

KQ とすると、 

 

(6-1) r
G

Y
QG /




  

(6-2) r
K

Y
Q K /




  

 

によって両者を計算することができる。14 

この(6－1)式、(6－2)式を利用して全国の社会資本と民間資本のトービンのＱを示したも

のが図 3 である。図 3 をみると、社会資本のトービンのＱは、常に民間資本のトービンの

Ｑを上回っている。特に1970年代の後半のトービンのＱは、かなり高い値をとっているが、

1980 年代に入ってからその値は 2 から 4 の間であり、時間とともに徐々に低下している。

1980 年代以降に限れば、社会資本のトービンのＱは、浅子・野口(2002)の値を少し上回る

程度である。一方、民間資本のトービンのＱは、浅子・野口(2002)の推計を下回り、1980

年代以降 1 前後である。この理由としては、注 11 で説明したように、我々の社会資本スト

ックデータが、内閣府などが推計した社会資本ストックデータよりカバレッジが小さいと

いうことが考えられる。JIP データベースの民間資本は内閣府が推計している社会資本の一

部も含まれているため、通常の社会資本と民間資本の区分よりも、社会資本の値が小さく、

民間資本の値が大きくなっている。このため、通常よりも社会資本の限界生産力が高く、

民間資本の限界生産力が低くなっている。ただ民間資本のトービンのＱは、理論通り 1 前

後で推移しており、必ずしも我々のデータが間違っているわけではない。また時系列的に

みても社会資本のトービンのＱは徐々に低下しており、社会資本の経済的影響は小さくな

っている。 

そもそも社会資本のトービンのＱは、社会資本投資の投資機会を測る指標というよりも、

2000 年代に入り、政府部門の負債が増加するに伴って、政府部門がその負債に見合った資

                                                  
14 浅子・野口(2002)では、社会資本投資や民間資本投資の調整費用も考慮して、トービンのＱを推定して

いるが、ここでは、限界生産力と資本コストの比としてトービンのＱを定義している。 
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産を有しているかどうかを検証する一手段として提起された。例えば 2008 年の社会資本額

は 422 兆円で、推計されたトービンのＱは 2.24 ということから考えると、推計された社会

資本の市場価値額は 945 兆円となる。152011 年度 国民経済計算(2005 年基準・93SNA) 遡

及推計によると、同年の一般政府の負債額は 960 兆円を超えていることから、政府の資産

額から負債額を引いた純資産はマイナスということになる。したがって社会資本の限界生

産力が高く、トービンのＱも高い値をとっているとしても、政府のバランスシートの観点

からすれば、もはや安心できる状態ではないのである。 

 

(図 3 挿入) 

 

この考え方を各都道府県について適用したのが表 6 である。表 6 をみると、表 5 と同様、

1990 年までは各都道府県のトービンのＱはかなり高い値をとっていたが、1991 年以降は都

市部とそれ以外ではかなり格差がつくようになり、都市部以外のトービンのＱは 1991 年以

降かなり低下していることがわかる。 

 

(表 6 挿入) 

 

 

3－3．社会資本と産業構造の変化 

 第 1 節で述べたように、公共投資が短期的な景気対策手段を超えて、成長政策にも寄

与しているかどうかを検証するためには、公共投資が生産性の高い産業の成長を促進し

ているかどうかを検証する必要がある。こうした分析のためには、地域別に加え産業別

のデータも提供されている R-JIP データベースが有用となる。 

 深尾・宮川（2008）などでも明らかにされたように、日本の場合ほぼ一貫して製造

業の生産性が非製造業の生産性を上回ってきた。そこでここでは、経済全体を製造業と

非製造業に分け、社会資本の蓄積がどちらの産業に寄与してきたかを検証する。 

 表 7－1、表 7－2 はそれぞれ、製造業と非製造業について、（4）式を推計した結果で

ある。まず製造業での推計結果をみると、操作変数を利用した 1991 年以降の推計では、

社会資本は製造業の生産性向上に寄与していることがわかる。ただし、社会資本のスピ

ル・オーヴァー効果は、多くのケースでマイナスとなっている。これに対し、機械資本

のスピル・オーヴァー効果は、1991 年以降の推計で、正で有意となっていることから、

1991 年以降は他の都道府県での機械資本の蓄積は、自地域にも良い効果をもたらすこ

とが確認される。同じく 1991 年以降の推計では、産業構造の変化が激しい地域ほどそ

の地域の製造業の生産性を向上させることも確認できる。 

                                                  
15 このことは、たとえトービンのＱが小さくとも元の社会資本ストック額が大きければ、社会資本の市場

価値額も大きくなることを意味している。 
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 一方非製造業の推計では、社会資本の係数は時期にかかわらず、多くの推計で、正で

有意となっている。このことから、これまでの社会資本の蓄積は、製造業よりも非製造

業の生産性向上に多く寄与してきたと言える。また非製造業の場合は、スピル・オーヴ

ァー効果についても、社会資本は多くの推計で正であるのに対し、民間機械資本は負で

有意な符号をとる推計が多い。したがって、非製造業の場合は、社会資本の蓄積は、自

地域での生産性だけでなく他地域での生産性向上にも望ましい結果をもたらすと考え

られる。 

 

（表 7－1 および表 7－2 挿入） 

 

 表 7－1、表 7－2 の結果を利用して、前節と同様に社会資本と民間資本の収益率の推

計を試みる。表 5 で収益率の計算基礎となった推計と同じ操作変数を使った推計の係数

（1991 年－2008 年）を利用した推計結果が表 8 にまとめられている。表 8 をみると社

会資本、民間資本ともに、製造業、非製造業で収益率に大きな格差があることがわかる。

すなわち、製造業における社会資本の収益率は 6％と同産業の民間資本の収益率 29％

を大きく下回っている。これに対し、非製造業では社会資本と民間資本の収益率格差が

逆転している。このことは、深尾・宮川（2008）が述べたように、製造業と非製造業

の生産性格差は全国レベルで存在するものの、非製造業の低生産性は、社会資本の外部

性によって補完されていることを示している。卸売・小売などの流通業、運輸、観光業

などの非製造業は、社会資本のネットワーク効果に大きく依存しており、こうした社会

資本がなければ民間資本も十分な収益性が確保できないのである。 

 

（表 8 挿入） 

 

3－4．社会資本と民間設備投資 

最後に、社会資本が民間設備投資とどのような関係にあるかについて検討する。通常

社会資本投資の増加は、民間設備投資を減少させるという、所謂クラウディング・アウ

ト効果が知られているが、三井・河内・竹澤(1995)は、逆に社会資本投資が地域の民間

設備投資を誘発するクラウディング・イン効果がある可能性を提起した。すなわちある

地域における社会資本投資は、投資環境を改善させ、民間設備投資を誘発すると考えら

れる。彼らは全産業のクランディング・イン効果を企業収益率関数との同時推計で調べ

たが、ここでは経済産業省の「工業統計表」の個票情報を利用し、事業所ベースの設備

投資（ irtirt KI / ）について次のような考え方から社会資本投資の影響を調べる。 

 まず事業所 i の民間設備投資は、企業収益率（ KR ）の関数であると考える。すなわ

ち、 
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（7） )(/ 1 Kirtirt RfKI   

 
である。この収益率は、その事業所が位置する地域の社会資本投資（ 1/ rtrt GV ）と他産

業からの連関性を示す指標（INDrt）に依存すると考える。 

 

（8） rtrtrtititKi INDGVLYR ,/,/( 111   ) 

 

（8）式の右辺の最初の項は、個々の企業の生産性（ここでは労働生産性）が、企業収

益率を向上させる要素であることを示している。次の項は、社会資本投資が投資環境を

改善させ企業収益率を向上させるクラウド・イン効果を示しており、右辺第 3 項は、事

業所 i が属する産業 j が影響を受ける、他産業の活動による波及効果を示す。例えばあ

る産業の生産活動が活発化することにより、その産業との取引が強い場合には、収益率

の向上を通して設備投資需要が発生することになる。 

 この産業間の波及効果の指標については、Tomiura (2003)にならって複数の指標を作

成した。 
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（9－1）式は、当該産業が川上産業からどれだけの財・サービスを投入（h 産業から j 産業

への中間投入量は j
hM で表される）しているかというデータを利用し、これに川上産業 h

のその地域でのシェア（Srht）をウエイトとして加重平均した上でさらに都道府県数（R）

をかけたものである。したがってこの指標は当該事業所が属する産業 j が地域の川上産業の

集積から部品取引を通してどの程度波及効果を受けているかの指標になる。これに対して
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（9－2）式は、当該事業所が属する産業 j が、製品の販売を通してどの程度の影響を受けて

いるかを示す、いわば需要サイドからの波及効果の指標である。 

 （9－3）式は、その地域における産業 j の雇用量の比率を、全国的な比率と比較すること

により産業の集積度を示した指標である。（9－4）式は、（9－3）式と似た指標で、地域に

おける産業 j の雇用シェアの代わりに、その地域における産業 j の 1 工場（工場数を N で表

している）当たりの雇用者数と、全国の産業 j における平均的な 1 工場当たりの雇用者数と

の比をとっている。最後の指標は、雇用シェアの比較ではなく、地域の雇用シェアの集約

度合いを全国の雇用シェアの偏りと比較した指標である。 

 我々は（8）式を（7）式に代入し、最終的には、 

 

（10） 
ititirtirtirtirtrtrtrt

rtrtrtirtirt

KILYINDGV

INDGVconstKI











)/()/(*)/(

)/(./

2151143

211  

 

を推計した。（10）式では、民間設備投資の 1 期ラグ値を入れ、さらに社会資本投資と

波及効果の交差項を加えた。交差項を加えたのは、社会資本が地域での産業間波及効果

をさらに増進する役割を果たしているかどうかを確かめるためである。 

 各変数の統計量は、表 9 にまとめている。推計期間は「工業統計表」及び R-JIP デ

ータベースのデータに合わせて 1980 年から 2009 年までとした。なお、工業統計表は

甲表(従業者数 30 人以上の事業所)のデータを用いている。推計方法は、パネルの固定

効果推計である。 

 

(表 9 挿入) 

 

 推計結果は表 10 にまとめられている。残念ながら労働生産性が設備投資に及ぼす効

果は、ほとんどの推計でマイナスだが、社会資本投資には民間設備投資を促進するクラ

ウド・イン効果がすべての推計結果で確認できる。産業間の波及効果は、社会資本投資

との交差項を含めた推計では、同地域の川上産業からの取引が多くなると設備投資が増

加する効果を示しているが、この交差項が大きくマイナスなので、全体として設備投資

を増加させているとは判断できない。また 1 工場当たりの従業員数や雇用の偏りからみ

た産業の集約度合いは、単独では負の符号だが、社会資本との交差項を含めると設備投

資を増加させることになる。このことは、社会資本投資によって生じた集積が、設備投

資の増加につながっている可能性があることを示している。16 

 

(表 10 挿入) 

                                                  
16 表 10 では、すべての産業間波及効果指標を説明変数とした推計結果を示しているが、(9－4)式や(9－5)
式の指標とその交差項だけを説明変数に含めた推計を行っても結果は同じである。 
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４． 分析のまとめ 

 本稿では、新たに作成された地域別・産業別データベースを利用し、これと社会資本

のデータを組み合わせることで、1990 年代以来精力的な研究がなされている社会資本

の生産力効果についてあらためて検討を行った。 

 新たなデータを利用し、社会資本ストックを全要素生産性に含めた生産関数の推計で

は、全期間にわたる推計結果にはばらつきがあり、ここ 40 年間一貫して社会資本が地

域の生産性向上に寄与してきたとは言えない。しかし、バブルが崩壊した 1991 年以降

に限った推計では、社会資本が生産性の向上に寄与したことが確認できる。バブル崩壊

後、しばらくは公共投資の増加が続いたが、1990 年代半ば過ぎから、社会資本投資は

大きく抑制されていった。この時代背景を考えると、我々の推計結果は、社会資本投資

を抑制する過程で、真に地域経済に寄与する投資が選ばれてきた可能性を示唆している。

また産業構造の変化を示す指標は、地域の産業構造の変化が激しいほど生産性を向上さ

せることを示している。 

 同様の生産関数を製造業、非製造業別に推計すると、製造業ではやはり 1991 年以降

に社会資本の生産力効果が確認された。しかし他の都道府県からのスピル・オーヴァー

効果は、社会資本では確認できず、むしろ民間の機械資本で確認できた。 

 一方、非製造業では、1975 年以降一貫して社会資本の生産力効果が見られる。また

社会資本のスピル・オーヴァー効果も確認できる。以上の結果と、日本経済全体として

製造業の生産性が非製造業の生産性を上回ってきたことを考え合わせると、社会資本の

蓄積は、非製造業を中心に生産性の向上に寄与してきたことは確認できるものの、日本

経済全体の生産性向上や空洞化を防ぐための積極的な役割を果たしてきたと考えるこ

とはできない。 

 生産関数の推計結果から得られる社会資本の収益率は、係数にばらつきがあり、決定

的な評価を下すことはできないが、その収益率は全体では、民間資本の収益率を上回っ

ている。また収益率のばらつきに注目すると、民間資本は各地域での収益率が均等化し

ているのに対し、社会資本の場合は、都市部とそれ以外の地域で収益率格差がみられる。

これは社会資本が都市部以外の地域に優先的に配分されてきたことを示している。しか

しこうした高い収益率をもとに社会資本の市場評価額を推計しても、政府部門の負債総

額には及ばず、今後国債や地方債を発行して社会資本を蓄積する場合にはより効率的な

配分が求められる。 

 また今回の安倍政権の成長戦略では、民間投資の活性化が強調されている。そこで

我々は「工業統計表」の個票を利用して、社会資本投資が民間製造業の設備投資を活性

化させてきたかどうかを検証した。推計結果をみると、設備投資関数全体としては良好

なものとは言えないが、社会資本投資のクラウド・イン効果は確認できた。ただし地域
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の産業集積による波及効果は十分確認できなかった。 

自民党が再び政権を奪回したことに伴い、あらためて公共投資の拡大が掲げられてい

る。しかし我々の分析が示唆していることは、公共投資は抑制的に運営し、地域の生産

力向上を考慮して配分した方が地域経済や日本経済全体に望ましい結果をもたらすと

いうことである。また成長政策との関係では、これまでの社会資本投資は、製造業の設

備投資の活性化には寄与していると思われるが、生産性向上には寄与してこなかった。

成長政策との関連で考えると、今後は成長産業への産業構造の転換や地域間や地域内の

生産要素の資源配分を誘発する社会資本投資のあり方が検討されるべきであろう。 
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補論：社会資本ストックデータについて 

 

  ここでは本稿で使用した社会資本ストックデータの日本産業別生産性データベース（JIP

データベース）との関係性と作成方法について簡単に解説する。本稿で使用している社会

資本ストックデータは内閣府政策統括官(経済社会システム担当)が 2012 年 9 月に発表した

『日本の社会資本 2012』 (以下「内閣府データ」という)の定額法で減価した純資本ストッ

ク(試算 1)をベースにしている。内閣府データは補表 1 にあるような全国値は 17 部門の推

計がなされており、都道府県別は鉄道、郵便を除いた 15 部門である。 

  内閣府データは 2005 年暦年基準のデフレーターを算出し、実質化しているが、R-JIP は

2000 年暦年基準でデフレーターを算出している。なお、両者とも都道府県別デフレーター

の算出はなされておらず、全国ベースのデフレーターで実質化している点は共通している。

また、R-JIP は JIP の定義に基づいて作成されており、利用料金を徴収する事業に関して

は、民間資本としていることから、一部に JIP と定義上重複する部分が存在する。これら

２点について調整した。 

 

(1) デフレーターの調整 

ここで、PP を JIP 投資フローデフレーター(「公共事業・その他の建設」を使用)、PG

を社会資本デフレーター、IG05を実質社会資本投資フロー(2005 年基準)、t 年、i 部門(i = 道

路、港湾、航空、……)。上添字を基準年とする。 

JIP2011 の投資フローデフレーターの、2000 年と 2005 年の伸び率を A とする。 

A =  (PP0005－PP0000)/PP0000 

 

2005年社会資本データ 17部門の道路を基準とした際のデフレーターの変化率をBとする。

なお、道路部門を基準としたのは、補表 1 にあるように、社会資本のシェアが最大である

ためである。 

B = (PG0505i－PG0505 道路)/(PG0505 道路) 

 

2000 年社会資本データ 17 部門データと(1+A)と(1+B)の積をとり、これを各社会資本の

2000 年基準のデフレーターとする。 

PG0000i ＝ PG0500i*(1+A)*(1+B) 

 

2000 年(基準年)社会資本データのデフレーターと各年次のデフレーターの変化率は一定と

仮定すると、t 年の実質社会資本ストックは以下のように算出できる。 

IG00ti ＝ IG05ti*(PG0500i / PG0000i) 

 

このようにして 2005 年基準の実質投資フローデータを 2000 年基準の実質投資フローデー
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タに変換し、償却率及び初期値のストック(1953 年)は変化しないものと仮定し、計算した。 

 

(2) JIP との調整 

  JIP では、利用料金を徴収する事業に関しては民間資本と格付けることになっているので、

内閣府データとは考え方が異なる。それぞれの定義とソースを確認したところ、以下に示

すデータで重複があるものと考えられる。また、内閣府データソースの主要な部分を占め

ると考えられる「行政投資実績」(以下「行政投資」という)と JIP の投資フローの比率を計

算し、カバー率を算出した。ただし、行政投資には用地費も含まれていることから、これ

を含まない JIP との比率は過大になる点は注意が必要である。 

 

① JIP に社会資本が含有されている可能性が高い部門(部分集合) 

内閣府データの農林漁業には営林事業や漁港などが含まれる。行政投資で農業基盤、林

道、造林、漁港と JIP で米麦生産業、その他の耕種、畜産・養蚕業、農業サービス、林業、

漁業との比率をとったカバー率は、1986～2004 年の平均で 78.1％となっている。これらの

事業の中には料金を徴収して提供されている公共サービスが相対的に多いものと考えられ

る。 

公的に提供されている住宅の多くは公営住宅などの賃貸住宅であり、同様のサービスを

民間部門も提供している。行政投資において公共住宅と JIP の不動産業のカバー率を算出

すると、1986～2004 年の平均で 28.2％となっている。 

  上水道、工業用水事業は公企業によって提供される場合がほとんどである。行政投資の

水道と JIP の上水道、行政投資の工業用水道と JIP の工業用水道業の比率をとったカバー

率は、1986～2004 年の平均で水道事業が 104.5％、工業用水が 114.7％となっている。行

政投資の方が大きくなっているのは、用地費が含まれているためと考えられるが、ほとん

どが JIP と合致していると考えてもよいだろう。 

 

② JIP と部分的に重複している可能性が高い部門(積集合) 

行政投資の環境衛生は JIPの廃棄物処理業と部分的に事業が重複している可能性が高い。

ただし、行政投資の環境衛生分野は一般に廃棄物処理に加え、し尿処理などの下水道事業、

斎場などの分野も加わり、概念的には拡がる一方、民間の廃棄物処理業などもこの分野に

は存在するため、この部門の出し入れは極めて困難である。 

 

③ 社会資本に JIP が含有されている可能性が高い部門(部分集合) 

行政投資の文教施設は JIP 教育(政府)、研究機関(政府)が捉えている学校施設、研究施設

に加えて、体育館や公民館などの社会教育施設を含んでいることから、社会資本の方が概

念的に広く捉えているものと考えられる。行政投資の文教施設と JIP の教育(政府)、研究機

関(政府)の比率をとったカバー率は 1986～2004 年の平均で 178.6％となっている。 
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  以上の点を踏まえて、内閣府データのうち、公共賃貸、農林水産業、水道、工業用水に

関しては、JIP 系列に包含されているものと考えられるため、我々の社会資本系列からは除

外した。また、教育分野に関しては、内閣府の社会資本では学校施設と社会教育施設に分

類されているが、行政投資では、文教施設とひとくくりになっている。一方 JIP では社会

教育施設はカウントされていない。そこで、学校施設を我々の社会資本系列から控除する

こととする。 

  こうして導出した社会資本ストックデータと内閣府データの比率((=(社会資本ストック

データ－内閣府データ)/内閣府データ)の推移を示したものが補図 1 である。 
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表 1 社会資本の先行研究に関する調査の特徴 

  

先行研究 データ 推計期間

岩本(1990) T 1956-1984

浅子・坂本(1993) T, P 1975-1985

吉野・中野(1994) T, P 1975-1984

三井・井上(1995) T 1956-1989

三井・竹澤・河内(1995) T, P 1966-1984

吉野・中島・中東(1999) T, P, I 1975-1994

本間・田中(2004) T, P 1977-2000

亀田・李(2008) T, P 1961-2003

川崎(2011) T, P 1975-2001

注)データのTは時系列、Pは地域別(都道府県、地域ブロックなど)、Iは産業別を表す



25 
 

表 2 統計量の要約 

 

 

 

 

表 3 推計結果(1) 

 

N 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値
1596 8288.3 4518.3 10968.1 1155.6 91112.9
1596 2060.5 1145.9 2371.2 141.5 15605.5
1596 5421.9 2865.7 8217.8 749.5 74515.1
1596 6.52 6.12 2.87 1.74 13.39
1596 6.26 5.60 3.59 1.03 20.42
1596 7.39 7.13 3.26 1.84 16.19
1596 3893.66 2809.01 3708.24 352.89 22027.97

SpillG 1596 166.11 157.15 78.21 39.65 283.99
SpillK 1596 379.16 424.78 165.84 120.13 627.13

1596 0.98 0.99 0.02 0.73 1.00
1596 0.10 0.10 0.01 0.06 0.15
1596 0.11 0.11 0.02 0.08 0.19
1596 -0.01 -0.01 0.03 -0.16 0.10

ウェイト：都道府県間類似性指標
ウェイト：都道府県間類似性指標

HHI
東京都との生産性成長率格差

SI
建設業に従事する労働者の比率

G（十億円）

Y
（十億円）

全サンプル
製造業
非製造業

K/L
全サンプル
製造業
非製造業

(1) (2) (3) (4) (5) (6)

推計方法 pooled OLS pooled OLS IV IV
fixed effect

with IV
fixed effect

with IV
ln(K/L) 0.361*** 0.312*** 0.271*** 0.099 0.327*** 0.260***

(0.011) (0.011) (0.020) (0.082) (0.088) (0.052)
lnG 0.064*** 0.049*** 0.160*** 0.456*** -0.407 -0.137

(0.003) (0.003) (0.014) (0.134) (0.332) (0.199)
Spill G -0.002*** 0.014** -0.006***

(0.001) (0.006) (0.001)
Spill K -0.001** 0 0.001

(0.000) (0.001) (0.001)
SI -0.289*** -2.977*** -0.163**

(0.089) (0.940) (0.081)
const -0.285*** 0.510*** -1.480*** -3.055** 6.178 2.898

(0.038) (0.098) (0.172) (1.224) (4.418) (2.671)
Observations 1598 1596 1598 1596 1598 1596
adjusted R2 0.905 0.917 0.887 0.911
F統計量 434.466 464.386 239.9 34.374 951.08 1708.646
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表 4 推計結果(2) 

 

 

 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10)

推計方法 pooled OLS pooled OLS IV IV IV IV
fixed effect

with IV
fixed effect

with IV
fixed effect

with IV
fixed effect

with IV
ln(K/L) 0.378*** 0.351*** 0.252*** 0.314*** 0.304*** 0.276*** 0.078** 0.150*** -0.03 0.095**

(0.014) (0.018) (0.060) (0.021) (0.023) (0.033) (0.033) (0.028) (0.066) (0.044)
lnG 0.054*** 0.073*** 0.154*** 0.080*** 0.160*** 0.256*** 0.054 -0.106 1.008*** 0.706***

(0.004) (0.004) (0.045) (0.023) (0.012) (0.038) (0.086) (0.066) (0.211) (0.146)
Spill G -0.002 0.006*** -0.002 -0.009***

(0.004) (0.002) (0.002) (0.001)
Spill K -0.001 0 -0.002*** 0.004***

(0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
SI -0.197 -2.440*** 0.212*** -0.167*

(0.160) (0.425) (0.049) (0.098)
const -0.167*** -0.396*** -1.372** -0.087 -1.564*** -1.398** 0.41 3.557*** -13.899*** -9.086***

(0.047) (0.068) (0.543) (0.312) (0.178) (0.617) (1.223) (0.865) (3.130) (2.306)
Observations 752 846 752 750 846 846 752 750 846 846
adjusted R2 0.814 0.729 0.813 0.815 0.716 0.776
F統計量 194.357 120.496 89.106 158.612 77.103 38.371 539.468 771.059 263.756 372.654

Estimation
period

1975-1990 1991-2008 1975-1990 1975-1990 1991-2008 1991-2008 1975-1990 1975-1990 1991-2008 1991-2008
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表 5 社会資本及び民間資本の限界生産力 

 

社会資本 民間資本 社会資本 民間資本 社会資本 民間資本
全国 0.33 0.13 0.43 0.14 0.28 0.13
北海道 0.19 0.12 0.27 0.13 0.15 0.12
青森 0.22 0.10 0.29 0.13 0.18 0.09
岩手 0.21 0.11 0.27 0.13 0.18 0.11
宮城 0.31 0.11 0.43 0.13 0.27 0.11
秋田 0.20 0.12 0.30 0.13 0.16 0.11
山形 0.20 0.12 0.29 0.14 0.17 0.12
福島 0.27 0.11 0.36 0.12 0.24 0.12
茨城 0.35 0.10 0.44 0.11 0.31 0.11
栃木 0.41 0.13 0.53 0.15 0.36 0.13
群馬 0.34 0.12 0.44 0.14 0.30 0.13
埼玉 0.36 0.13 0.49 0.14 0.32 0.13
千葉 0.39 0.10 0.50 0.12 0.33 0.10
東京 0.69 0.18 0.80 0.18 0.63 0.19
神奈川 0.38 0.11 0.50 0.13 0.33 0.12
新潟 0.19 0.10 0.25 0.11 0.16 0.10
富山 0.26 0.11 0.37 0.12 0.21 0.11
石川 0.27 0.12 0.37 0.14 0.23 0.11
福井 0.22 0.09 0.28 0.09 0.20 0.10
山梨 0.19 0.12 0.24 0.15 0.17 0.12
長野 0.23 0.11 0.34 0.13 0.19 0.11
岐阜 0.25 0.13 0.35 0.16 0.20 0.13
静岡 0.38 0.13 0.50 0.14 0.33 0.13
愛知 0.45 0.12 0.57 0.13 0.40 0.13
三重 0.31 0.12 0.40 0.13 0.27 0.12
滋賀 0.31 0.11 0.39 0.12 0.28 0.11
京都 0.37 0.14 0.56 0.16 0.30 0.14
大阪 0.47 0.14 0.60 0.16 0.40 0.15
兵庫 0.29 0.12 0.41 0.13 0.24 0.12
奈良 0.25 0.12 0.36 0.14 0.21 0.13
和歌山 0.25 0.11 0.40 0.12 0.19 0.11
鳥取 0.19 0.12 0.28 0.14 0.16 0.12
島根 0.16 0.11 0.24 0.15 0.13 0.10
岡山 0.30 0.12 0.42 0.13 0.25 0.12
広島 0.30 0.13 0.43 0.15 0.24 0.13
山口 0.27 0.12 0.37 0.13 0.23 0.12
徳島 0.20 0.12 0.27 0.15 0.17 0.12
香川 0.26 0.14 0.37 0.17 0.21 0.14
愛媛 0.23 0.13 0.36 0.14 0.18 0.14
高知 0.15 0.14 0.22 0.15 0.13 0.14
福岡 0.37 0.14 0.48 0.16 0.31 0.14
佐賀 0.22 0.11 0.30 0.13 0.18 0.10
長崎 0.23 0.13 0.33 0.15 0.19 0.14
熊本 0.23 0.12 0.32 0.14 0.19 0.12
大分 0.26 0.12 0.37 0.14 0.22 0.12
宮崎 0.22 0.13 0.29 0.16 0.18 0.13
鹿児島 0.22 0.13 0.32 0.14 0.18 0.13
沖縄 0.18 0.11 0.27 0.14 0.14 0.10

1975年－2008年 1975年－1990年 1991年－2008年
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表 6 社会資本及び民間資本の地域別トービンの Q 

 

社会資本 民間資本 社会資本 民間資本 社会資本 民間資本
北海道 1.59 0.99 2.07 1.04 1.41 1.06
青森 1.82 0.84 2.30 1.04 1.64 0.84
岩手 1.72 0.95 2.08 1.04 1.59 1.01
宮城 2.61 0.91 3.30 0.99 2.39 0.98
秋田 1.69 0.98 2.34 1.05 1.48 1.04
山形 1.63 0.98 2.21 1.07 1.44 1.04
福島 2.35 0.98 2.91 1.01 2.14 1.07
茨城 2.85 0.85 3.38 0.87 2.66 0.94
栃木 3.24 1.02 3.89 1.11 3.03 1.10
群馬 2.74 0.98 3.34 1.05 2.52 1.05
埼玉 2.95 1.02 3.69 1.08 2.74 1.12
千葉 3.27 0.87 3.99 0.94 3.03 0.94
東京 5.67 1.46 6.09 1.41 5.57 1.66
神奈川 3.12 0.95 3.81 0.96 2.88 1.05
新潟 1.61 0.87 1.95 0.88 1.49 0.95
富山 2.16 0.89 2.96 0.96 1.87 0.95
石川 2.20 0.95 2.79 1.09 1.98 0.99
福井 1.97 0.80 2.32 0.77 1.84 0.91
山梨 1.47 0.94 1.73 1.08 1.39 0.99
長野 1.85 0.89 2.55 0.97 1.64 0.95
岐阜 1.96 1.08 2.69 1.23 1.71 1.12
静岡 3.01 1.03 3.75 1.08 2.76 1.12
愛知 3.63 1.01 4.36 1.02 3.39 1.12
三重 2.48 0.93 3.10 1.03 2.27 0.99
滋賀 2.51 0.87 2.97 0.87 2.39 0.97
京都 2.97 1.15 4.23 1.20 2.56 1.23
大阪 3.88 1.20 4.69 1.24 3.51 1.29
兵庫 2.44 1.01 3.22 1.05 2.14 1.08
奈良 2.03 1.00 2.70 1.04 1.81 1.09
和歌山 2.21 0.98 3.38 1.00 1.76 1.04
鳥取 1.60 1.01 2.20 1.10 1.39 1.07
島根 1.30 0.93 1.87 1.18 1.11 0.91
岡山 2.49 1.01 3.36 1.05 2.16 1.08
広島 2.41 1.09 3.30 1.15 2.09 1.16
山口 2.29 1.01 2.91 1.03 2.03 1.09
徳島 1.67 1.02 2.18 1.16 1.49 1.07
香川 2.14 1.16 2.91 1.32 1.85 1.19
愛媛 1.89 1.12 2.80 1.12 1.59 1.23
高知 1.29 1.14 1.74 1.21 1.11 1.20
福岡 3.02 1.17 3.79 1.27 2.70 1.23
佐賀 1.82 0.89 2.35 0.98 1.64 0.94
長崎 1.91 1.11 2.59 1.17 1.66 1.19
熊本 1.88 1.01 2.45 1.10 1.67 1.07
大分 2.17 1.01 2.94 1.09 1.90 1.06
宮崎 1.78 1.09 2.25 1.25 1.59 1.12
鹿児島 1.87 1.07 2.47 1.09 1.66 1.18
沖縄 1.42 0.87 2.00 1.04 1.26 0.90

1991－20081975－2008 1975－90
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表 7－1 製造業の推計結果 

  

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12)

推計方法 IV IV IV IV IV IV
fixed effect

with IV
fixed effect

with IV
fixed effect

with IV
fixed effect

with IV
fixed effect

with IV
fixed effect

with IV

ln(K/L) 0.482*** 0.430*** 0.385*** 0.493*** 0.541*** 0.518*** 0.877*** 0.582*** 0.505*** 0.503*** 0.509*** 0.421***
(0.016) (0.033) (0.058) (0.019) (0.018) (0.020) (0.205) (0.066) (0.053) (0.043) (0.054) (0.049)

lnG 0.173*** 0.310*** 0.285*** 0.002 0.127*** 0.184*** -2.455 0.047 -0.668*** -0.528*** 0.714** 1.518***
(0.023) (0.081) (0.102) (0.044) (0.018) (0.036) (1.562) (0.541) (0.208) (0.174) (0.291) (0.277)

Spill G 0.003 -0.021*** -0.001 -0.014*** -0.020*** -0.018***
(0.004) (0.006) (0.002) (0.001) (0.004) (0.002)

Spill K 0.004*** 0.004* 0.004*** 0.005*** 0.003 0.015***
(0.001) (0.002) (0.001) (0.001) (0.003) (0.002)

SI -2.665*** 0.407 -3.255*** -0.227 0.880*** -0.747***
(0.663) (0.321) (0.472) (0.248) (0.140) (0.236)

const -1.889*** -1.775** -3.504** 2.239** -1.248*** -0.042 37.964 1.849 10.438*** 9.621*** -10.275** -22.677***
(0.337) (0.729) (1.419) (1.078) (0.274) (0.678) (23.738) (8.124) (3.060) (2.386) (4.410) (4.572)

Observations 1598 1596 752 750 846 846 1598 1596 752 750 846 846
adjusted R2 0.891 0.9 0.756 0.796 0.827 0.847
F統計量 218.445 120.422 48.05 146.89 151.16 123.12 118.881 651.422 120.189 160.833 320.467 286.381
Estimation
period

1975-2008 1975-2008 1975-1990 1975-1990 1991-2008 1991-2008 1975-2008 1975-2008 1975-1990 1975-1990 1991-2008 1991-2008
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表 7－2 非製造業の推計結果 

  

 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12)

推計方法 IV IV IV IV IV IV
fixed effect

with IV
fixed effect

with IV
fixed effect

with IV
fixed effect

with IV
fixed effect

with IV
fixed effect

with IV

ln(K/L) 0.102*** 0.056 0.166*** 0.218*** 0.166*** 0.184*** 0.022 0.065 0.133*** 0.141*** 0.173*** 0.205***
(0.024) (0.061) (0.041) (0.017) (0.023) (0.024) (0.098) (0.046) (0.022) (0.022) (0.028) (0.024)

lnG 0.250*** 0.486*** 0.142*** 0.075*** 0.220*** 0.239*** 0.789* 0.503*** 0.094 -0.028 0.300*** 0.180**
(0.023) (0.148) (0.035) (0.019) (0.015) (0.028) (0.444) (0.181) (0.067) (0.054) (0.110) (0.091)

Spill G 0.033*** 0.006 0.019*** 0.014*** 0.012*** 0.002
(0.010) (0.004) (0.002) (0.003) (0.002) (0.002)

Spill K -0.019*** -0.010** -0.017*** -0.021*** -0.017*** -0.004*
(0.005) (0.004) (0.002) (0.004) (0.003) (0.002)

SI -2.311** 0.065 -1.058*** 0.294*** -0.086* 0.206***
(0.966) (0.138) (0.329) (0.107) (0.046) (0.077)

const -2.549*** -4.030*** -1.145** -0.021 -2.268*** -2.287*** -10.721 -6.257** -0.362 1.706** -3.523** -1.661
(0.289) (1.404) (0.448) (0.482) (0.230) (0.420) (6.642) (2.724) (0.966) (0.707) (1.646) (1.447)

Observations 1598 1596 752 750 846 846 1598 1596 752 750 846 846
adjusted R2 0.864 0.883 0.69 0.739 0.66 0.705
F統計量 127.526 32.133 119.105 149.849 44.519 41.263 373.983 837.349 928.108 1016.406 536.714 547.052
Estimation
period

1975-2008 1975-2008 1975-1990 1975-1990 1991-2008 1991-2008 1975-2008 1975-2008 1975-1990 1975-1990 1991-2008 1991-2008
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表 8 社会資本及び民間資本の収益率（製造業・非製造業別） 

 

製造業 非製造業
社会資本 民間資本 社会資本 民間資本

全国 0.06 0.29 0.29 0.07
北海道 0.01 0.27 0.19 0.06
青森 0.02 0.21 0.22 0.05
岩手 0.03 0.26 0.20 0.06
宮城 0.04 0.29 0.30 0.06
秋田 0.02 0.31 0.18 0.06
山形 0.04 0.31 0.17 0.06
福島 0.06 0.31 0.23 0.06
茨城 0.09 0.23 0.27 0.05
栃木 0.11 0.30 0.30 0.06
群馬 0.09 0.28 0.26 0.06
埼玉 0.07 0.29 0.31 0.06
千葉 0.07 0.25 0.34 0.05
東京 0.07 0.55 0.75 0.10
神奈川 0.07 0.24 0.32 0.06
新潟 0.03 0.29 0.17 0.05
富山 0.06 0.25 0.19 0.05
石川 0.05 0.33 0.23 0.06
福井 0.04 0.27 0.20 0.05
山梨 0.04 0.29 0.16 0.06
長野 0.05 0.30 0.18 0.05
岐阜 0.05 0.29 0.20 0.07
静岡 0.10 0.30 0.27 0.06
愛知 0.13 0.25 0.33 0.07
三重 0.08 0.24 0.22 0.06
滋賀 0.10 0.30 0.21 0.05
京都 0.07 0.39 0.30 0.07
大阪 0.07 0.32 0.44 0.08
兵庫 0.06 0.27 0.24 0.06
奈良 0.04 0.32 0.22 0.06
和歌山 0.05 0.25 0.18 0.06
鳥取 0.03 0.40 0.16 0.06
島根 0.02 0.27 0.15 0.05
岡山 0.07 0.26 0.22 0.06
広島 0.05 0.22 0.25 0.08
山口 0.06 0.22 0.21 0.07
徳島 0.04 0.35 0.17 0.06
香川 0.04 0.33 0.22 0.07
愛媛 0.04 0.24 0.18 0.08
高知 0.01 0.33 0.15 0.07
福岡 0.05 0.27 0.35 0.08
佐賀 0.03 0.32 0.19 0.05
長崎 0.02 0.28 0.22 0.07
熊本 0.03 0.26 0.21 0.07
大分 0.02 0.26 0.26 0.06
宮崎 0.02 0.26 0.21 0.07
鹿児島 0.02 0.37 0.21 0.07
沖縄 0.01 0.35 0.19 0.05
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表 9 統計量の要約 

 

 

 

表 10 推計結果 

 

N 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値
1254578 0.13 0.07 0.17 0.00 1.00
1254578 0.08 0.08 0.02 0.03 0.11

INP 1254578 0.48 0.31 0.50 0.00 3.03
OUT 1254578 0.36 0.19 0.45 0.00 3.70
IIA 1254578 1.25 1.08 0.65 0.03 11.67

SCL 1254578 1.10 1.04 0.37 0.13 9.37
DIV 847614 0.90 0.90 0.20 0.31 1.71

1254536 983.4 655.9 2218.0 -71193.0 264284.0

IND

I/K
V/G

Y/L

(1) (2) (3) (4)
推計方法 Fixed Effect Fixed Effect Fixed Effect Fixed Effect
V/G 2.2219*** 0.9198*** 1.3272*** 0.9074***

(0.1548) (0.1422) (0.1828) (0.1888)
INP 0.0006 0.0134***

(0.0015) (0.0025)
OUT -0.0056*** -0.0064***

(0.0017) (0.0024)
IIA -0.0012 -0.0004

(0.0013) (0.0024)
SCL 0 -0.0051*

(0.0015) (0.0030)
DIV -0.0046 -0.0275***

(0.0029) (0.0053)
(V/G)X(INP) -0.1541***

(0.0232)
(V/G)X(OUT) 0.0246

(0.0237)
(V/G)X(IIA) -0.0263

(0.0235)
(V/G)X(SCL) 0.0747**

(0.0306)
(V/G)X(DIV) 0.4189***

(0.0614)
Y/L [t-1] -0.0000*** -0.0000** 0 0

(0.0000) (0.0000) (0.0000) (0.0000)
I[t-1]/K[t-2] 0.0000*** 0.0000*** 0.0000***

(0.0000) (0.0000) (0.0000)
const 0.3985*** 0.2868*** 0.0151 0.0350***

(0.0529) (0.0556) (0.0131) (0.0134)
Observations 1254578 1245237 841426 841426
adjusted R2 0.0064 0.0027 0.0108 0.0109
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図 2－1  1 人当たりの社会資本ストック額と建設業のＧＤＰシェア（2005 年） 

 
 

 

図 2－2  1 人当たりの社会資本ストック額と機械産業のＧＤＰシェア（2005 年） 
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補表 1 部門別社会資本のシェア(2009 年度) （単位：百万円） 

 

 

  

道路 160,763,616 34.8% 160,763,616 35.4%
港湾 17,365,638 3.8% 17,365,638 3.8%
航空 2,018,944 0.4% 2,018,944 0.4%
鉄道 2,893,969 0.6% 0.0%
地下鉄 5,313,806 1.1% 0.0%
公共賃貸 28,638,410 6.2% 28,638,410 6.3%
下水道 51,828,607 11.2% 51,828,607 11.4%
廃棄物処理 7,928,325 1.7% 7,928,325 1.7%
水道 24,662,177 5.3% 24,662,177 5.4%
都市公園 5,045,955 1.1% 5,045,955 1.1%
学校施設 41,365,125 8.9% 41,365,125 9.1%
社会教育 9,937,211 2.1% 9,937,211 2.2%
治水 35,438,898 7.7% 35,438,898 7.8%
治山 6,978,341 1.5% 6,978,341 1.5%
海岸 4,038,153 0.9% 4,038,153 0.9%
農業 40,354,368 8.7% 40,354,368 8.9%
林業 6,574,624 1.4% 6,574,624 1.4%
漁業 7,857,221 1.7% 7,857,221 1.7%
郵便 330,750 0.1% 0.0%
国有林 1,794,952 0.4% 1,794,952 0.4%
工業用水 1,222,174 0.3% 1,222,174 0.3%
合計 462,351,264 453,812,739

17部門 15部門
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補図 1 JIP 社会資本と内閣府社会資本ストックの乖離率 
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